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１ 

壱岐市税条例 新旧対照表 

現行 改正案 備考 

目次 （略） 目次 （略）  

第１条から第３４条の６まで （略） 第１条から第３４条の６まで （略）  

（寄附金税額控除） （寄附金税額控除）  

第３４条の７ （略） 第３４条の７ （略）  

(1) 次に掲げる寄附金又は金銭のうち、別表に掲げるもの (1) 次に掲げる寄附金又は金銭のうち、別表に掲げるもの  

ア～エ 略 ア～エ 略  

オ 所得税法施行令第２１７条第３号に規定する公益社団法

人及び公益財団法人（所得税法施行令の一部を改正する政

令（平成２０年政令第１５５号）附則第１３条第２項の規

定によりなおその効力を有するものとされる改正前の所得

税法施行令第２１７条第１項第２号及び第３号に規定する

民法法人を含む。）に対する寄附金（出資に関する業務に

充てられることが明らかなものを除き、当該法人の主たる

目的である業務に関連するものに限る。） 

オ 所得税法施行令第２１７条第３号に規定する公益社団法

人及び公益財団法人に対する寄附金（出資に関する業務に

充てられることが明らかなものを除き、当該法人の主たる

目的である業務に関連するものに限る。） 

 

カ～コ 略 カ～コ 略  

２ （略） ２ （略）  

第３４条の８から第４７条の６まで （略） 第３４条の８から第４７条の６まで （略）  

（法人の市民税の申告納付） （法人の市民税の申告納付）  

第４８条 （略） 第４８条 （略）  

２～８ （略） ２～８ （略）  

９ 法第３２１条の８第６０項に規定する特定法人である内国法

人は、第１項の規定により、納税申告書により行うこととされて

いる法人の市民税の申告については、同項の規定にかかわらず、

同条第６０項及び施行規則で定めるところにより、納税申告書

に記載すべきものとされている事項（次項及び第１１項におい

９ 法第３２１条の８第６２項に規定する特定法人である内国法

人は、第１項の規定により、納税申告書により行うこととされて

いる法人の市民税の申告については、同項の規定にかかわらず、

同条第６２項及び施行規則で定めるところにより、納税申告書

に記載すべきものとされている事項（次項及び第１１項におい

 



 

２ 

て「申告書記載事項」という。）を、法第７６２条第１号に規定

する地方税関係手続用電子情報処理組織を使用し、かつ、地方税

共同機構（第１１項において「機構」という。）を経由して行う

方法により市長に提供することにより、行わなければならない。 

て「申告書記載事項」という。）を、法第７６２条第１号に規定

する地方税関係手続用電子情報処理組織を使用し、かつ、地方税

共同機構（第１１項において「機構」という。）を経由して行う

方法により市長に提供することにより、行わなければならない。 

１０～１４ （略） １０～１４ （略）  

１５ 第１２項前段の規定の適用を受けている内国法人につき、

法第３２１条の８第６９項の処分又は前項の届出書の提出があ

ったときは、これらの処分又は届出書の提出があった日の翌日

以後の第１２項前段の期間内に行う第９項の申告については、

第１２項前段の規定は適用しない。ただし、当該内国法人が、

同日以後新たに同項前段の承認を受けたときは、この限りでな

い。 

１５ 第１２項前段の規定の適用を受けている内国法人につき、

法第３２１条の８第７１項の処分又は前項の届出書の提出があ

ったときは、これらの処分又は届出書の提出があった日の翌日

以後の第１２項前段の期間内に行う第９項の申告については、

第１２項前段の規定は適用しない。ただし、当該内国法人が、

同日以後新たに同項前段の承認を受けたときは、この限りでな

い。 

 

１６ （略） １６ （略）  

第４９条から第７３条まで （略） 第４９条から第７３条まで （略）  

 （固定資産課税台帳の閲覧の手数料）  （固定資産課税台帳の閲覧の手数料）  

第７３条の２ 法第３８２条の２に規定する固定資産課税台帳の

閲覧の手数料は、手数料条例による。ただし、法第４１６条第３

項又は第４１９条第８項の規定により公示した期間において納

税義務者の閲覧に供する場合にあっては、手数料を徴しない。 

第７３条の２ 法第３８２条の２に規定する固定資産課税台帳

（同条第１項ただし書の規定による措置を講じたものを含む。）

の閲覧（法第３８２条の４に規定する固定資産課税台帳に住所 

に代わる事項の記載をしたものの閲覧を含む。）の手数料は、手

数料条例による。ただし、法第４１６条第３項又は第４１９条第

８項の規定により公示した期間において納税義務者の閲覧に供

する場合にあっては、手数料を徴しない。 

 

（固定資産課税台帳に記載されている事項の証明書の交付手数

料） 

（固定資産課税台帳に記載されている事項の証明書の交付手数

料） 

 

第７３条の３ 法第３８２条の３に規定する固定資産課税台帳に

記載されている事項の証明書の交付手数料は、手数料条例によ

る。 

第７３条の３ 法第３８２条の３に規定する固定資産課税台帳に

記載されている事項の証明書（同条ただし書の規定による措置

を講じたものを含む。）の交付（法第３８２条の４に規定する

当該証明書に住所に代わる事項の記載をしたものの交付を含

む。）の手数料は、手数料条例による。 

 



 

３ 

第７４条から第１５１条まで （略） 第７４条から第１５１条まで （略）  

   

   附 則    附 則  

第１条から第１０条まで （略） 第１条から第１０条まで （略）  

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合）  

第１０条の２ （略） 第１０条の２ （略）  

２ （略） ２ （略）  

３ 法附則第１５条第２３項に規定する条例で定める割合は、２

分の１とする。 

３ 法附則第１５条第２２項に規定する条例で定める割合は、２

分の１とする。 

 

４ 法附則第１５条第２４項第１号に規定する条例で定める割合

は、３分の２とする。 

４ 法附則第１５条第２３項第１号に規定する条例で定める割合

は、３分の２とする。 

 

５ 法附則第１５条第２４項第２号に規定する条例で定める割合

は、２分の１とする。 

５ 法附則第１５条第２３項第２号に規定する条例で定める割合

は、２分の１とする。 

 

６ 法附則第１５条第２４項第３号に規定する条例で定める割合

は、２分の１とする。 

６ 法附則第１５条第２３項第３号に規定する条例で定める割合

は、２分の１とする。 

 

７ 法附則第１５条第２５項第１号に規定する条例で定める割合

は、３分の２とする。 

７ 法附則第１５条第２４項第１号に規定する条例で定める割合

は、３分の２とする。 

 

８ 法附則第１５条第２５項第２号に規定する条例で定める割合

は、２分の１とする。 

８ 法附則第１５条第２４項第２号に規定する条例で定める割合

は、２分の１とする。 

 

９ 法附則第１５条第２７項第１号イに規定する設備について同

号に規定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

９ 法附則第１５条第２６項第１号イに規定する設備について同

号に規定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

 

１０ 法附則第１５条第２７項第１号ロに規定する設備について

同号に規定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

１０ 法附則第１５条第２６項第１号ロに規定する設備について

同号に規定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

 

１１ 法附則第１５条第２７項第１号ハに規定する設備について

同号に規定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

１１ 法附則第１５条第２６項第１号ハに規定する設備について

同号に規定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

 

１２ 法附則第１５条第２７項第１号ニに規定する設備について

同号に規定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

１２ 法附則第１５条第２６項第１号ニに規定する設備について

同号に規定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

 

１３ 法附則第１５条第２７項第２号イに規定する設備について

同号に規定する条例で定める割合は、４分の３とする。 

１３ 法附則第１５条第２６項第２号イに規定する設備について

同号に規定する条例で定める割合は、４分の３とする。 

 



 

４ 

１４ 法附則第１５条第２７項第２号ロに規定する設備について

同号に規定する条例で定める割合は、４分の３とする。 

１４ 法附則第１５条第２６項第２号ロに規定する設備について

同号に規定する条例で定める割合は、４分の３とする。 

 

１５ 法附則第１５条第２７項第２号ハに規定する設備について

同号に規定する条例で定める割合は、４分の３とする。 

１５ 法附則第１５条第２６項第２号ハに規定する設備について

同号に規定する条例で定める割合は、４分の３とする。 

 

１６ 法附則第１５条第２７項第３号イに規定する設備について

同号に規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

１６ 法附則第１５条第２６項第３号イに規定する設備について

同号に規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

 

１７ 法附則第１５条第２７項第３号ロに規定する設備について

同号に規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

１７ 法附則第１５条第２６項第３号ロに規定する設備について

同号に規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

 

１８ 法附則第１５条第２７項第３号ハに規定する設備について

同号に規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

１８ 法附則第１５条第２６項第３号ハに規定する設備について

同号に規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

 

１９ 法附則第１５条第３０項に規定する条例で定める割合は、

３分の２とする。 

１９ 法附則第１５条第２９項に規定する条例で定める割合は、

３分の２とする。 

 

２０ 法附則第１５条第３４項に規定する条例で定める割合は、

２分の１とする。 

２０ 法附則第１５条第３３項に規定する条例で定める割合は、

２分の１とする。 

 

２１ 法附則第１５条第３５項に規定する条例で定める割合は、

３分の２とする。 

２１ 法附則第１５条第３４項に規定する条例で定める割合は、

３分の２とする。 

 

２２ 法附則第１５条第４２項に規定する条例で定める割合は、

３分の２とする。 

２２ 法附則第１５条第３９項に規定する条例で定める割合は、

３分の２とする。 

 

２３・２４ （略） ２３・２４ （略）  

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けよ

うとする者がすべき申告） 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けよ

うとする者がすべき申告） 

 

第１０条の３ （略） 第１０条の３ （略）  

２～７ （略） ２～７ （略）  

８ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修住宅又は同条第

１０項の熱損失防止改修専有部分について、これらの規定の適用

を受けようとする者は、同条第９項に規定する熱損失防止改修工

事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告

書に施行規則附則第７条第９項各号に掲げる書類を添付して市

長に提出しなければならない。 

８ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修等住宅又は同条

第１０項の熱損失防止改修等専有部分について、これらの規定の

適用を受けようとする者は、同条第９項に規定する熱損失防止改

修工事等が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載し

た申告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲げる書類を添付

して市長に提出しなければならない。 

 



 

５ 

(1)～(3)  （略） (1)～(3)  （略）  

 (4) 熱損失防止改修工事が完了した年月日  (4) 熱損失防止改修工事等が完了した年月日  

 (5) 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附則第１２条第

３１項に規定する補助金等 

 (5) 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附則第１２条

第３１項に規定する補助金等 

 

 (6) 熱損失防止改修工事が完了した日から３月を経過した後

に申告書を提出する場合には、３月以内に提出することがで

きなかった理由 

 (6) 熱損失防止改修工事等が完了した日から３月を経過した

後に申告書を提出する場合には、３月以内に提出することが

できなかった理由 

 

９ （略） ９ （略）  

１０ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特定熱損失防止

改修住宅又は同条第５項に規定する特定熱損失防止改修住宅専

有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者は、法

附則第１５条の９第９項に規定する熱損失防止改修工事が完了

した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施

行規則附則第７条第１１項各号に掲げる書類を添付して市長に

提出しなければならない。 

１０ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特定熱損失防止

改修等住宅又は同条第５項に規定する特定熱損失防止改修等住

宅専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者

は、法附則第１５条の９第９項に規定する熱損失防止改修工事

等が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申

告書に施行規則附則第７条第１１項各号に掲げる書類を添付し

て市長に提出しなければならない。 

 

(1)～(3)  （略） (1)～(3)  （略）  

 (4) 熱損失防止改修工事が完了した年月日  (4) 熱損失防止改修工事等が完了した年月日  

 (5) 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附則第１２条第

３１項に規定する補助金等 

 (5) 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附則第１２条

第３１項に規定する補助金等 

 

 (6) 熱損失防止改修工事が完了した日から３月を経過した後

に申告書を提出する場合には、３月以内に提出することがで

きなかった理由 

 (6) 熱損失防止改修工事等が完了した日から３月を経過した

後に申告書を提出する場合には、３月以内に提出することが

できなかった理由 

 

１１・１２ （略） １１・１２ （略）  

第１１条から第１１条の２まで （略） 第１１条から第１１条の２まで （略）  

 （宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年

度分の固定資産税の特例） 

 （宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年

度分の固定資産税の特例） 

 

第１２条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度までの各年度

分の固定資産税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産

税額が、当該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の

第１２条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度までの各年度

分の固定資産税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産

税額が、当該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の

 



 

６ 

固定資産税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の固定

資産税の課税標準となるべき価格（当該宅地等が当該年度分の 

固定資産税について法第３４９条の３の２の規定の適用を受け

る宅地等であるときは、当該価格に同条に定める率を乗じて得た

額。以下この条において同じ。）に１００分の５を乗じて得た額

を加算した額（令和３年度分の固定資産税にあっては、前年度分

の固定資産税の課税標準額）（当該宅地等が当該年度分の固定資

産税について法第３４９条の３又は附則第１５条から第１５条

の３までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額にこ

れらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額（以下「宅地等調整固定資産税額」という。）を

超える場合には、当該宅地等調整固定資産税額とする。 

固定資産税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の固定

資産税の課税標準となるべき価格（当該宅地等が当該年度分の 

固定資産税について法第３４９条の３の２の規定の適用を受け

る宅地等であるときは、当該価格に同条に定める率を乗じて得た

額。以下この条において同じ。）に１００分の５（商業地等に係

る令和４年度分の固定資産税にあっては、１００分の２．５）を

乗じて得た額を加算した額（令和３年度分の固定資産税にあっ 

ては、前年度分の固定資産税の課税標準額）（当該宅地等が当該

年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５

条から第１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等であると

きは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該

宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額

とした場合における固定資産税額（以下「宅地等調整固定資産税

額」という。）を超える場合には、当該宅地等調整固定資産税額

とする。 

２～５ （略） ２～５ （略）  

   

以 下 （略） 以 下 （略）  

   

 



７ 

壱岐市国民健康保険税条例 新旧対照表 

現行 改正案 備考 

第１条 （略） 第１条 （略）  

（課税額） （課税額）  

第２条 （略） 第２条 （略）  

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を

除く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき

算定した所得割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額

の合算額とする。ただし、当該合算額が６３万円を超える場合

においては、基礎課税額は、６３万円とする。 

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を

除く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき

算定した所得割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額

の合算額とする。ただし、当該合算額が６５万円を超える場合

においては、基礎課税額は、６５万円とする。 

 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条

第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する被保険者につ

き算定した所得割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割

額の合算額とする。ただし、当該合算額が１９万円を超える場

合においては、後期高齢者支援金等課税額は、１９万円とす

る。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条

第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する被保険者につ

き算定した所得割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割

額の合算額とする。ただし、当該合算額が２０万円を超える場

合においては、後期高齢者支援金等課税額は、２０万円とす

る。 

 

４ （略） ４ （略）  

第３条から第２２条まで （略） 第３条から第２２条まで （略）  

 （国民健康保険税の減額）  （国民健康保険税の減額）  

第２３条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義

務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文

の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減額して得た額（当該

減額して得た額が６３万円を超える場合には、６３万円）、同条

第３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる

額を減額して得た額（当該減額して得た額が１９万円を超える

場合には、１９万円）並びに同条第４項本文の介護納付金課税額

からオ及びカに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た

第２３条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義

務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文

の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減額して得た額（当該

減額して得た額が６５万円を超える場合には、６５万円）、同条

第３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる

額を減額して得た額（当該減額して得た額が２０万円を超える

場合には、２０万円）並びに同条第４項本文の介護納付金課税額

からオ及びカに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た

 



 

８ 

額が１７万円を超える場合には、１７万円）の合算額とする。 額が１７万円を超える場合には、１７万円）の合算額とする。 

 (1)～(3) （略）  (1)～(3) （略）  

   

以 下 （略） 以 下 （略）  

   

 



１． 1

２． 2～4

３． 5～6

４． 7

8

資料２

令和３年度　３月３１日専決補正予算概要

壱　岐　市

３ 月 ３ １ 日 専 決 補 正 予 算 の 概 要

繰 越 明 許 費

基 金 の 状 況 （ 見 込 み ）

各 会 計 予 算 額 一 覧

地方消費税交付金（社会保障財源化
分）が充てられる社会保障施策に要す
る経費

５．



○一般会計、特別会計 　　（単位：千円）

現計予算額 3月31日専決補正予算額 補正後予算額

25,198,192 △ 19,556 25,178,636 

3,801,207 3,801,207 

49,989 49,989 

3,851,196 3,851,196 

364,527 364,527 

3,711,088 3,711,088 

39,117 39,117 

3,750,205 3,750,205 

325,047 325,047 

115,612 115,612 

109,486 109,486 

8,516,073 8,516,073 

33,714,265 33,694,709 

○企業会計 　　（単位：千円）

内 訳 現計予算額 3月31日専決補正予算額 補正後予算額

収益的収入 724,277 724,277 

収益的支出 815,300 815,300 

資本的収入 145,318 145,318 

資本的支出 428,803 428,803 

保険事業勘定

介護サービス事業勘定

計

下水道事業特別会計

一般会計、特別会計の合計

水道事業会計

三島航路事業特別会計

合　　　　計

介護保険事
業特別会

計

会　計　名

令和３年度壱岐市各会計予算額一覧

会　　計　　名

一　　　　般　　　　会　　　　計

特
別
会
計

国民健康保
険事業特別

会計

農業機械銀行特別会計

事業勘定

後期高齢者医療事業特別会計

診療施設勘定

計

1



令和3年度　3月31日専決補正予算の概要

■ 一般会計 （単位：千円）

国費 県費 地方債 その他

2 958,160 214,400 1,172,560 0 0 0 0 214,400
●事業の背景・目的等

1

3

●事業内容 P20～21

減債基金　200,000千円
過疎地域持続的発展特別事業基金　14,400千円

2 744,771 ▲ 196,108 548,663 0 0 0 ▲ 197,508 1,400
●事業の背景・目的等

1

6

●事業内容 P20～21

事業実績によるふるさと応援寄附金の減

39,126 ▲ 7,900 31,226 0 0 0 ▲ 7,800 ▲ 100
●事業の背景・目的等

●事業内容 P20～21

定住奨励事業等補助金の交付実績による減

16,829 ▲ 6,000 10,829 0 0 0 ▲ 2,100 ▲ 3,900
●事業の背景・目的等

●事業内容 P20～21

事業実績による減

結婚新生活支援事業費
補助金

政策企画課ふるさと応援
寄附金繰入金
△2,100

結婚に対する取組及び結婚、妊娠・出産、乳児期を中心とする子育てに温か
い社会づくりを行う一環として、新規に婚姻した世帯を対象に新生活を経済的
に支援することで、地域における少子化対策を図る。

総務費 ふるさと応援寄附金

政策企画課総務管理費 ふるさと応援
寄附金
△141,308
・
ふるさと応援
寄附金繰入金
△56,200

本事業を通して、ふるさと応援寄附金の増加を図り、壱岐市総合計画の将来
ビジョンである「壱岐、誇り　我々が未来をつくる」を実現するための各種施
策を展開していく。企画費

事業内容

所　属

予算書
ページ

特定財源
一般財源

款・項・目 事業名 補正前の額 補正額 計

補正額の財源内訳

財政課総務管理費 市債の償還（返済）に必要な財源の確保と、将来にわたり財政の健全な運営
を図るため、基金（減債基金・過疎地域持続的発展特別事業基金）の積立てを
行う。財政管理費

総務費 基金積立金

定住奨励事業

政策企画課ふるさと応援
寄附金繰入金
△7,800

壱岐市総合計画の「ＵＩターンの強化」において、定住・移住を推進するた
め、ＵＩターン者に対する移住費用の負担を軽減するため、住宅取得、家賃の
一部補助、引っ越し費用の補助等を行う。また、移住者への住宅を確保し、移
住者の増加を図るため、民間賃貸住宅整備に対する建設費の一部補助や空き家
バンクに登録する所有者に対して改修費の一部補助を行う。

2



令和3年度　3月31日専決補正予算の概要

■ 一般会計 （単位：千円）

国費 県費 地方債 その他

事業内容

所　属

予算書
ページ

特定財源
一般財源

款・項・目 事業名 補正前の額 補正額 計

補正額の財源内訳

2 194,236 ▲ 12,700 181,536 0 0 0 ▲ 68,536 55,836
●事業の背景・目的等

1

7

●事業内容 P20～21

事業実績による減

177,144 ▲ 5,400 171,744 0 0 11,400 ▲ 20,000 3,200
●事業の背景・目的等

●事業内容 P20～21

事業実績による減

4 56,129 ▲ 8,400 47,729 0 0 0 ▲ 9,100 700
●事業の背景・目的等

1

1

●事業内容 P22～23

事業実績による減

4 213,164 ▲ 6,900 206,264 0 0 0 ▲ 7,000 100
●事業の背景・目的等

2

2

●事業内容 P22～23

事業実績による減

地域情報通信推進事業
費

情報管理課過疎対策事業
債

合併振興基金
繰入金
△20,000

高度情報化社会に適応した魅力ある街づくりを推進することにより、市民の
生活環境の向上及び地域の産業の振興等、地域の活性化に資するために設置さ
れた壱岐市ケーブルテレビ施設の維持管理を指定管理者とともに行う。

衛生費 クリーンセンター費

環境衛生課清掃費 合併振興基金
繰入金
△7,000

クリーンセンターは竣工から9年が経過し、施設の設備・装置の老朽化が進
み、近年では補修・修繕が増えている。そのため、施設の劣化が進行する前
に、定期的な点検整備、診断を実施するなど、施設の長寿命化に取り組むとと
もに、ライフサイクルコストの縮減（予算の平準化）を図っていく。

塵芥処理費

衛生費 がん検診

健康増進課保健衛生費 ふるさと応援
寄附金繰入金
△9,100

がん検診を実施することにより、疾病の早期発見。早期治療につなげ、市民
の健康増進を図る。なお、検診実施については壱岐医師会並びに県内の検診専
門機関に委託する。保健衛生費

総務費 共同電算システム導入
事業

情報管理課総務管理費 合併振興基金
繰入金
△68,536

国は自治体の電算システムを標準化するため共同化・クラウド化を推進して
いる。共同電算システムを利用することで割勘効果による経費削減が期待でき
る。
また、既に証明書等のコンビニ交付、電子納付の仕組みも導入されており、利
用者サービスの向上が図られるとともに、開発経費及び人的な負担が軽減され
る。

情報管理費

3



令和3年度　3月31日専決補正予算の概要

■ 一般会計 （単位：千円）

国費 県費 地方債 その他

事業内容

所　属

予算書
ページ

特定財源
一般財源

款・項・目 事業名 補正前の額 補正額 計

補正額の財源内訳

5 30,600 ▲ 7,100 23,500 0 0 0 ▲ 7,100 0
●事業の背景・目的等

3

1

●事業内容 P24～25

事業実績による減

8 45,338 ▲ 5,007 40,331 0 0 ▲ 3,400 ▲ 8,100 6,493
●事業の背景・目的等

1

3

●事業内容 P26～27

事業実績による減

9 21,334 50,000 71,334 0 0 0 0 50,000
●事業の背景・目的等

1

2

●事業内容 P26～29

学校施設整備基金　50,000千円

消防費 公用車購入費

消防本部消防費 辺地対策事業
債
△3,400

ふるさと応援
寄附金繰入金
△8,100

　年数経過による故障頻度の増加に伴い、消防団活動に支障をきたすことがな
いよう車両を更新し消防力の充実強化を図る。
消防積載車及び消防ポンプ車は、購入後23年、20年で更新を検討している。消防団車両購入事業費

農林水産業費 磯焼け対策協議会負担
金

水産課水産業費 過疎地域持続
的発展特別事
業基金繰入金
△7,100

　近年の温暖化の影響により、藻場の回復阻害要因として、植食性魚類による
海藻の食害が顕著化し、藻場の形成時期や構成種が大きく変化している。これ
は水温の上昇により魚類の摂食活動が長期化及び活発化し、魚類の摂食圧が以
前より強くなったため、海藻の生産量と魚類の摂食圧とのバランスが崩れたこ
とが原因だと考えられている。この度、漁協、県、市が一体となり、磯焼け対
策関係事業を推進するため磯焼け対策協議会を設立し、藻場の早期回復を図る
ことを目的とする。

水産業総務費

教育費 学校施設整備基金積立
金

教育総務課教育総務費 　地方自治法第241条第1項の規定により、本市の学校施設の整備事業に要する
資金に充てるため、基金の積立てを行う。

事務局費

4



■一般会計・繰越明許費（詳細）　追加 （単位：千円）

事業名 金額 完了予定 繰　越　理　由

3 民生費 1 社会福祉費 老人ホーム給湯設備改修工事 7,115 R4.4.12
　新型コロナウィルス感染症の影響を受けて世界的に半導体不足に陥り、3月中旬見込みで
あった機器製品の供給が3月末まで遅れが生じ、年度内での完成が困難となったため。

5 農林水産業費 3 水産業費
下水道事業特別会計繰出金（漁業集落排水
整備事業）

4,352 R4.9.30

　本地区は、今年度機能保全対策工事に先立ち、対象機器の詳細設計完了後の発注予定であっ
たが、前年度の発注業務であった機能保全計画策定完了が今年6月末となったことにより、詳
細設計完了が令和4年2月末となったため、工事発注が令和4年3月末となった。そのことによ
り、適正な工事期間が確保できなくなったため。

7 土木費 6 下水道費
下水道事業特別会計繰出金（公共下水道事
業）

3,204 R4.5.31

　本事業については、下水道ストックマネジメント基本計画に基づき、国庫補助金である「社
会資本整備交付金」を活用し、壱岐市が管理する公共下水道処理施設の改修工事を行うもので
ある。本年更新予定の各機器において、新型コロナウイルス感染症のまん延による影響で半導
体等の部品の調達が困難となっており、各機器の作成に相当の時間を要し、工事の完成が令和
4年度中となるため。

8 消防費 1 消防費 消防団車両購入事業費 20,130 R4.5.2
　納品予定であった車体がリコール対象となったほか、世界的な半導体不足も重なり、製造工
程が停止するなど大幅な遅れが生じ、年度内の納品が困難となったため。

34,801

款 項

合 計

5



■一般会計・繰越明許費（詳細）　変更 （単位：千円）

事業名 変更前 変更後 金額 完了予定 変　更　理　由

5 農林水産業費 1 農業費 県営事業費 21,500 21,632 132 R5.3.31
　事業推進の観点から、令和3年度国補正予算による県営事業費の増額が行われ、県営
事業費の繰越に伴う負担金の繰越が必要となった。市負担金の起債充当の観点からも繰
越予算計上が必要であるため。

21,500 21,632 132

款 項

合　　　　　　　　　　　計

6



○積立基金

1,053,960 250,262 0 1,304,222 250,250 0 1,554,472
765,406 135 0 765,541 660,025 0 1,425,566
131,738 25 105,900 25,863 10 0 25,873
689,270 0 2,300 686,970 0 0 686,970
177,017 17 10,200 166,834 10 0 166,844
40,775 0 0 40,775 0 0 40,775

129,142 18 3,920 125,240 5 11,900 113,345
51,148 17,989 17,985 51,152 18,082 18,077 51,157
7,004 1,000 0 8,004 1 1,000 7,005
7,805 0 0 7,805 0 0 7,805

10,742 1 4,500 6,243 1 0 6,244
1,000,000 0 0 1,000,000 0 0 1,000,000
2,365,600 0 192,200 2,173,400 0 392,764 1,780,636

512,002 308,758 276,382 544,378 358,842 317,360 585,860
507,947 259,994 195,580 572,361 256,500 56,000 772,861
200,016 50,020 0 250,036 25 0 250,061
250,043 50,052 0 300,095 50,070 0 350,165

3,064 6,514 0 9,578 6,529 0 16,107
6,083,313 694,388 808,967 5,968,734 690,075 797,101 5,861,708
7,902,679 944,785 808,967 8,038,497 1,600,350 797,101 8,841,746

175,705 12 45,000 130,717 5 68,979 61,743
61,112 5 0 61,117 5 3,182 57,940
22,347 0 9,301 13,046 1 1,000 12,047

259,164 17 54,301 204,880 11 73,161 131,730
8,161,843 944,802 863,268 8,243,377 1,600,361 870,262 8,973,476

○定額運用基金

20,000 0 0 20,000 0 0 20,000
47,566 5,000 0 52,566 5,000 0 57,566
2,000 0 0 2,000 0 0 2,000

69,566 5,000 0 74,566 5,000 0 79,566

8,231,409 949,802 863,268 8,317,943 1,605,361 870,262 9,053,042

基　　金　　の　　状　　況　（見込み）

令 和 ２ 年 度 末
現 在 高

令和３年度（見込み）
令 和 元 年 度 末
現 在 高

区 分

老人ホーム事業施設整備基金
中山間ふるさと活性化基金
栽培漁業振興基金
沿岸漁業振興基金
教育振興基金

一
般
会
計
分

財政調整基金
減債基金

特
定
目
的
基
金

地域振興基金
地域福祉基金

ふるさと応援基金
過疎地域自立促進特別事業基金

本庁舎建設基金積立金
学校施設整備基金積立金
壱岐市森林環境譲与税基金

小 計

松永記念館維持管理基金
原の辻遺跡保存整備基金
ふるさと市町村圏基金
合併振興基金

農業機械銀行特別会計減価償却基金

計

合 計

計

特
別
会
計
分

国民健康保険財政調整基金
介護給付費準備基金

区 分
令 和 元 年 度 末
現 在 高

合 計

合計（積立基金＋定額運用基金）

収入印紙及び長崎県収入証紙等購買基金

災害資金貸付基金
奨学資金運用基金

令 和 ３ 年 度 末
現 在 高 見 込積立金 取崩額 積立金 取崩額

令和２年度
令 和 ２ 年 度 末
現 在 高

令和３年度（見込み）
令 和 ３ 年 度 末
現 在 高 見 込積立金 取崩額 積立金 取崩額

令和２年度

7



【参考資料】

（歳入） 地方消費税交付金（社会保障財源化分） 344,714 千円
（歳出） 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 4,024,000 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国(県)
支出金

市　債 その他

引上げ分の地方消
費税（社会保障財
源化分の市町村交
付金）

その他

障害者福祉事業 1,078,696 780,868 500 800 45,589 250,939

高齢者福祉事業 69,920 0 6,300 11,497 8,013 44,110

児童福祉事業 10,635 130 5,000 500 769 4,236

母子福祉事業 2,378 937 0 0 222 1,219

生活保護扶助事業 791,640 559,839 0 27,401 31,425 172,975

小 計 1,953,269 1,341,774 11,800 40,198 86,018 473,479

介護保険事業 562,244 43,954 0 17,000 77,069 424,221

国民健康保険事業 291,792 157,844 0 0 20,593 113,355

小 計 854,036 201,798 0 17,000 97,662 537,576

高齢者医療事業 545,657 92,635 0 21,050 66,412 365,560

疾病予防対策事業 121,562 4,977 2,100 48,500 10,145 55,840

医療提供体制確保事業 549,476 0 0 0 84,477 464,999

小 計 1,216,695 97,612 2,100 69,550 161,034 886,399

4,024,000 1,641,184 13,900 126,748 344,714 1,897,454

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生

合計

令和３年度地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

事業名 事業費

財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

8



１． 1

２． 2

令和４年度　５月２７日専決補正予算概要

資 料３

壱　岐　市

各 会 計 予 算 額 一 覧

５ 月 ２ ７ 日 専 決 補 正 予 算 の 概 要



○一般会計、特別会計 　　（単位：千円）

現計予算額 5月27日専決補正予算額 補正後予算額

22,390,000 76,036 22,466,036 

3,645,887 3,645,887 

49,537 49,537 

3,695,424 3,695,424 

389,971 389,971 

3,666,872 3,666,872 

36,043 36,043 

3,702,915 3,702,915 

408,695 408,695 

120,672 120,672 

105,701 105,701 

8,423,378 8,423,378 

30,813,378 76,036 30,889,414 

○企業会計 　　（単位：千円）

内 訳 現計予算額 5月27日専決補正予算額 補正後予算額

収益的収入 766,002 766,002 

収益的支出 790,015 790,015 

資本的収入 205,089 205,089 

資本的支出 454,755 454,755 

農業機械銀行特別会計

令和４年度壱岐市各会計予算額一覧

会　　計　　名

一　　　　般　　　　会　　　　計

特
別
会
計

国民健康
保険事業
特別会計

事業勘定

診療施設勘定

計

後期高齢者医療事業特別会計

介護保険
事業特別

会計

保険事業勘定

介護サービス事業勘定

計

下水道事業特別会計

三島航路事業特別会計

合　　　　計

一般会計、特別会計の合計

会　計　名

水道事業会計

1



令和４年度 ５月２７日専決補正予算の事業概要

■ 一般会計 （単位：千円）

国費 県費 地方債 その他

2 0 14,044 14,044 0 14,044 0 0 0
●事業の背景・目的等

4

3

●事業内容 P10～11

長崎県議会議員補欠選挙に係る執行経費

3 0 36,263 36,263 36,263 0 0 0
●事業の背景・目的等

2

2

●事業内容 P10～13

住民税均等割が非課税の子育て世帯等に対して児童1人につき5万円を支給す
る。

0 25,729 25,729 25,729 0 0 0
●事業の背景・目的等

●事業内容 P10～13

児童扶養手当受給者等に対して児童１人につき5万円を支給する。

所　属

予算書
ページ

特定財源
一般財源

款・項・目 事業名 補正前の額 補正額 計

補正額の財源内訳

新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、食費等の物価高騰
等に直面する低所得の子育て世帯（ひとり親世帯）に対し、特別給付金を支給
することにより、生活の支援を行う。

ひとり親世帯生活支援
特別給付金給付事業

事業内容

民生費 子育て世帯生活支援特
別給付金給付事業

こども家庭
課

子育て世帯
生活支援特
別給付金給
付事業費補
助金
25,000
・
子育て世帯
生活支援特
別給付金給
付事務費補
助金
729

総務費 長崎県議会議員補欠選
挙費 選挙管理委

員会
選挙費 県議会議員

選挙費委託
金

壱岐市選出の県議会議員辞職に伴う補欠選挙が令和4年7月10日に執行となっ
たため。

長崎県議会議員選挙費

こども家庭
課

児童福祉費 子育て世帯
生活支援特
別給付金給
付事業費補
助金
35,000
・
子育て世帯
生活支援特
別給付金給
付事務費補
助金
1,263

新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、食費等の物価高騰
等に直面する低所得の子育て世帯（ひとり親世帯を除く）に対して、給付金を
支給することにより生活の支援を行う。児童措置費

2



１． 1

２． 2

令和４年度　６月補正①予算（案）概要

資 料４

壱　岐　市

各 会 計 予 算 額 一 覧

６ 月 補 正 ① 予 算 事 業 一 覧



○一般会計、特別会計 　　（単位：千円）

現計予算額 ６月補正①予算額(案) 補正後予算額(案)

22,466,036 22,000 22,488,036 

3,645,887 3,645,887 

49,537 49,537 

3,695,424 3,695,424 

389,971 389,971 

3,666,872 3,666,872 

36,043 36,043 

3,702,915 3,702,915 

408,695 408,695 

120,672 120,672 

105,701 105,701 

8,423,378 8,423,378 

30,889,414 22,000 30,911,414 

○企業会計 　　（単位：千円）

内 訳 現計予算額 ６月補正①予算額(案) 補正後予算額(案)

収益的収入 766,002 766,002 

収益的支出 790,015 790,015 

資本的収入 205,089 205,089 

資本的支出 454,755 454,755 

合　　　　計

一般会計、特別会計の合計

会　計　名

水道事業会計

農業機械銀行特別会計

令和４年度壱岐市各会計予算額一覧

会　　計　　名

一　　　　般　　　　会　　　　計

特
別
会
計

国民健康
保険事業
特別会計

事業勘定

診療施設勘定

計

後期高齢者医療事業特別会計

介護保険
事業特別

会計

保険事業勘定

介護サービス事業勘定

計

下水道事業特別会計

三島航路事業特別会計

1



令和４年度 ６月補正①予算の事業概要

■ 一般会計 （単位：千円）

国費 県費 地方債 その他

7 0 22,000 22,000 0 0 22,000 0 0
●事業の背景・目的等

4

1

●事業内容 P10～11

郷ノ浦港ターミナルビル改修事業
　改修工事　増（油圧ユニット取替及び鋼材、油脂価格上昇による）

水産課港湾費 過疎対策事
業債

郷ノ浦港のボーディングブリッジ改修工事において、令和３年度に実施した
施設の調査・点検の結果、塩害や老朽化が著しく、油圧系統の亀裂及び油漏れ
が確認されたため、油圧ユニットの取替補修の必要が新たに生じた。また、直
近の鋼材及び油脂価格の大幅な上昇に伴い、繰越工事費では不足するため、今
回、ボーディングブリッジ改修工事に必要な予算を増額計上する。

港湾管理費

土木費 郷ノ浦港ターミナルビ
ル改修事業

事業内容

所　属

予算書
ページ

特定財源
一般財源

款・項・目 事業名 補正前の額 補正額 計

補正額の財源内訳

2
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１． 1

２． 2～9

３． 10

令和４年度 ６月補正②予算（案）概要

資 料６

壱　岐　市

各 会 計 予 算 額 一 覧

６ 月 補 正 予 算 ② 主 要 事 業 一 覧

基 金 の 状 況 （ 見 込 み ）



○一般会計、特別会計 　　（単位：千円）

現計予算額 ６月補正②予算額(案) 補正後予算額(案)

22,466,036 381,915 22,847,951 

3,645,887 437 3,646,324 

49,537 49,537 

3,695,424 437 3,695,861 

389,971 389,971 

3,666,872 3,666,872 

36,043 36,043 

3,702,915 3,702,915 

408,695 408,695 

120,672 120,672 

105,701 105,701 

8,423,378 437 8,423,815 

30,889,414 382,352 31,271,766 

○企業会計 　　（単位：千円）

内 訳 現計予算額 ６月補正②予算額(案) 補正後予算額(案)

収益的収入 766,002 766,002 

収益的支出 790,015 790,015 

資本的収入 205,089 205,089 

資本的支出 454,755 454,755 

合　　　　計

一般会計、特別会計の合計

会　計　名

水道事業会計

農業機械銀行特別会計

令和４年度壱岐市各会計予算額一覧

会　　計　　名

一　　　　般　　　　会　　　　計

特
別
会
計

国民健康
保険事業
特別会計

事業勘定

診療施設勘定

計

後期高齢者医療事業特別会計

介護保険
事業特別

会計

保険事業勘定

介護サービス事業勘定

計

下水道事業特別会計

三島航路事業特別会計

1



令和４年度 ６月補正②予算の事業概要

■ 一般会計 （単位：千円）

国費 県費 地方債 その他

2 172,059 25,000 197,059 24,000 1,000
●事業の背景・目的等

1

5

●事業内容 P12～13

①旧かたばる病院解体事業
解体工事に伴い、旧かたばる病院に保管している書類等は市が所有する既存

施設に移す。なお、書類等を搬出する際には、文書保存期間等を確認し、保存
の必要がないものについては廃棄する。
・物品等運搬及び廃棄物処理費用  4,000千円

②郷ノ浦町商店街駐車場補修事業
将来的な補修費用等も考慮し、中央橋駐車場を引き続き存続させるため、同

駐車場の補修工事を実施した後、他の３箇所の駐車場は立入防止工事を行い、
施設の集約化を図るものとする。今回、中央橋補修工事の詳細設計が完了した
ため、全体工事費を計上する。
・駐車場補修工事　一式　21,000千円

2 6,763 2,100 8,863 2,100 0
●事業の背景・目的等

1

6

●事業内容 P12～13

一般財団法人自治総合センターにより、採択された事業への補助交付事業。

　一般コミュニティ助成事業（コミュニティ活動備品の整備等）
交付先：布気触公民館　　　2,100千円

事業内容

所　属

予算書
ページ

特定財源
一般財源

総務費 財産管理費

管財課総務管理費

款・項・目 事業名 補正前の額 補正額 計

補正額の財源内訳

政策企画課総務管理費 コミュニ
ティ助成金

宝くじの社会貢献広報事業として、コミュニティ活動に必要な備品や集会施
設の整備、安全な地域づくりと共生のまちづくり、地域文化への支援や地域の
国際化の推進及び活力ある地域づくり等に対して助成を行い、地域のコミュニ
ティ活動の充実・強化を図ることにより、地域社会の健全な発展と住民福祉の
向上に寄与することを目的としている。

企画費

過疎対策事
業債

①旧かたばる病院解体事業
現在、本施設は書庫として利用しているが、老朽化により天井の崩落等も見

受けられるため、解体工事を実施する。

②郷ノ浦町商店街駐車場補修事業
本施設は、郷ノ浦町の商店街を訪れる方が利用する駐車場であり、施設を点

検した結果、劣化が著しかったため、補修工事を実施する。

財産管理費

総務費 企画費

2



令和４年度 ６月補正②予算の事業概要

■ 一般会計 （単位：千円）

国費 県費 地方債 その他

事業内容

所　属

予算書
ページ

特定財源
一般財源

款・項・目 事業名 補正前の額 補正額 計

補正額の財源内訳

2 0 3,785 3,785 3,785 0
●事業の背景・目的等

1

12

対応事業

●事業内容 P12～13

　総合支援金の再貸付終了などにより、生活が困窮する世帯の就労による自立
を支援するため「自立支援金」を支給する。新型コロナウイルス感染症の長期
化に伴い、受給対象者の範囲や申請期限の延長に対応するものである。

・申請期限：令和4年8月末（受給期限：令和4年11月末）
・支給金額：単身世帯　月額6万円、2人世帯　月額8万円、
　　　　　　3人以上世帯　月額10万円

0 78,911 78,911 50,872 28,039
●事業の背景・目的等

●事業内容 P12～13

①住民税非課税世帯給付金（令和3年度分又は令和4年度分住民税均等割非課税
世帯）
②新型コロナウイルス感染症の影響による家計急変世帯給付金

・申請期限：令和4年9月末
・支給金額：１世帯当たり10万円の給付
 
　国の予算上、R3年度決定額の一部がR4年度で新たに交付されることとなった
ため、一端、精算返納する（28,039千円）

2 11,269 1,173 12,442 1,173 0
●事業の背景・目的等

4

4

●事業内容 P12～13

　参議院議員通常選挙の選挙公報を、郵送にて市内各世帯に配布する。
　また、投票所の安全対策等を図る。

・補助率：国10/10
・事業内容：選挙公報郵送料（配達地域指定郵便物）
　　　　　　各投票所における施設修繕料

総務費 新型コロナウイルス感
染症生活困窮者自立支
援金事業 市民福祉課総務管理費 新型コロナ

ウイルス感
染症生活困
窮者支援金

　新型コロナウイルス感染症の長期化による生活困窮世帯の新たな就労による
自立を支援する。

新型コロナウイルス感染症

住民税非課税世帯等に
対する臨時特別給付金
事業 市民福祉課住民税非課

税世帯等に
対する臨時
特別給付金

　コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」において、生活・
暮らしを支援する観点から、住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金を支
給する。（未支給世帯への対応）

総務費 参議院議員選挙費

選挙管理委
員会

選挙費 参議院議員
通常選挙費
委託金

　任期満了に伴う参議院議員通常選挙が、7月に執行予定となっている。

参議院議員選挙費
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令和４年度 ６月補正②予算の事業概要

■ 一般会計 （単位：千円）

国費 県費 地方債 その他

事業内容

所　属

予算書
ページ

特定財源
一般財源

款・項・目 事業名 補正前の額 補正額 計

補正額の財源内訳

3 8,939 1,000 9,939 1,000
●事業の背景・目的等

1

1

●事業内容 P12～15

社会福祉法人が行う施設等の整備に要する経費に対して補助金を交付する。

・該当法人：社会福祉法人　結の会
・該当施設：就労継続支援B型事業所「結」

3 12,335 10,723 23,058 10,723
●事業の背景・目的等

1

2

●事業内容 P14～15

当施設の外壁（パラペット（屋上立上り壁））に一部崩落があり、調査の結
果、他にも危険個所が発見されたため、災害の未然防止と施設の維持補修のた
めの工事を行う。

・壁タイル・モルタル等の除去及び防水補修工事

3 481 172,658 173,139 115,106 46,000 11,552
●事業の背景・目的等

2

4

●事業内容 P14～15

民間による「認定こども園」開設に対して、施設整備費の一部を補助する。

交  付  先：社会福祉法人　北串会（長崎県雲仙市小浜町）
定　    員：70名

総事業費　：258,480千円
交付基準額：(保育園) 204,842千円（認定こども園）25,370千円
補　助　率：国1/2・市1/4
交　付　金：国（保育園）102,421千円・（認定こども園）12,685千円

市（保育園） 51,210千円・（認定こども園） 6,342千円

民生費 社会福祉総務費

市民福祉課社会福祉費 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」に基づく
障害福祉サービス基盤整備の促進を目的として、「壱岐市社会福祉法人施設整
備費補助金交付要綱」を施行している。社会福祉総務費

民生費 保育所費

こども家庭
課

児童福祉費 認定こども
園施設整備
交付金
12,685
・
保育所等整
備交付金
102,421

社会福祉施
設整備事業
債

民間による「認定こども園」の開設により、これまで以上に延長保育事業・
一時預かり事業・子育て支援事業・送迎車両事業等の様々な保育サービスの提
供が可能となり、子育て世帯の多様なニーズに対応するため、施設整備費を支
援する。

保育所費

民生費 地域生活ホーム管理費

市民福祉課社会福祉費 障害者総合支援法に規定する障害福祉サービス事業所の共同援助事業（グ
ループホーム）として、日常生活や社会生活等において利用者の自立生活の助
長を目的に壱岐地域生活ホーム「ひまわりの家」を運営している。社会福祉施設費
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令和４年度 ６月補正②予算の事業概要

■ 一般会計 （単位：千円）

国費 県費 地方債 その他

事業内容

所　属

予算書
ページ

特定財源
一般財源

款・項・目 事業名 補正前の額 補正額 計

補正額の財源内訳

4 80,117 38,837 118,954 38,837 0
●事業の背景・目的等

1

2

●事業内容 P14～15

新型コロナウイルスワクチン接種において、4回目接種に向けた体制確保並
びに接種準備を図り、壱岐医師会協力のもと円滑な接種を実施する。

①実施期間
【全体】令和4年6月下旬～令和4年9月末予定

②対象者
・3回目接種を終えた60歳以上の者
・3回目接種を終えた18歳以上60歳未満で基礎疾患を有する者、その他
重症化リスクが高いと医師が認める者
（3回目接種完了から少なくとも5か月以上経過後）

③対象予定者数（令和4年4月末時点）
【全体】10,830人

5 0 38,369 38,369 31,317 7,052
●事業の背景・目的等

1

3

●事業内容 P14～15

①集落営農法人応援型　補助率：県2/5、市1/10
・集落営農法人（５団体）

農業用機械（コンバイン他）　19,632千円

②認定新規就農者応援型　補助率：県1/2、市1/10
・個人（２名）

農業用施設（アスパラハウス）　18,737千円

1,857 1,599 3,456 1,599
●事業の背景・目的等

●事業内容 P14～15

「アスパラガス」のハウス建設に対し補助を行う。

・農業経営安定化支援事業補助金　1,599千円

衛生費 新型コロナウイルスワ
クチン接種体制確保事
業 健康増進課保健衛生費 新型コロナ

ウイルスワ
クチン接種
対策費国庫
負担金
24,660
・
新型コロナ
ウイルスワ
クチン接種
体制確保事
業費補助金
14,177

新型コロナウイルスワクチン接種の4回目追加接種が決定したため、接種に
向けた体制確保及び接種準備を図り、壱岐医師会協力のもと円滑な接種を実施
する。予防費

農林水産業費 ながさき農林業・農山
村構造改善加速化事業

農林課農業費 ながさき農
林業・農山
村構造改善
加速化支援
事業

第３期ながさき農林業・農山村活性化計画に基づき、「次代につなげる活力
ある農林業の振興」、「多様な住民の活躍による農山村集落の維持・活性化」
の推進に必要な生産施設や農業用機械等の施設整備に対し支援を行う。農業振興費

農業経営安定化支援事
業

農林課
農業農村を取り巻く環境は、生産コストの高止まりや流通・消費の大きな変

化、担い手の高齢化の進展と後継者不足など、大きく変化している。壱岐市の
重点振興品目であるアスパラガスへの支援を行い、農業振興を図っていく。
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令和４年度 ６月補正②予算の事業概要

■ 一般会計 （単位：千円）

国費 県費 地方債 その他

事業内容

所　属

予算書
ページ

特定財源
一般財源

款・項・目 事業名 補正前の額 補正額 計

補正額の財源内訳

5 0 2,671 2,671 0 2,003 0 0 668
●事業の背景・目的等

3

2

●事業内容 P14～15

持続可能な新水産業創造事業

・事業費：4,008千円（税抜き）
電気ショッカー導入(２台)

・補助率：県1/2、市1/6

0 12,757 12,757 0 9,355 0 0 3,402
●事業の背景・目的等

●事業内容 P14～15

浜の活力再生・成長促進交付金事業

・事業費　17,010千円（税抜き）
冷凍・冷蔵施設改修　１式

・補助率：国5.5/10、市1/5

農林水産業費 持続可能な新水産創造
事業

水産課水産業費 持続可能な
新水産業創
造事業

箱崎漁協の定置網では、これまで主要魚種であったスルメイカの漁獲量が減
少しており、マグロ等の大型魚の漁獲が増加している。
　定置網に小型魚と大型魚が入網した場合には大型魚が激しく暴れ、マグロ等
大型魚の身焼けの発生やスルメイカ等の小型魚が損傷することにより、市場価
値が大きく低下するとともに釣り餌としての利用もできない等の支障が出てい
る。
　今回、電気ショッカーを導入し使用することにより、大型魚を鎮静化させる
ことにより、マグロ等大型魚の身焼け等防止等による品質向上を図る。

水産業振興費

浜の活力再生・成長促
進交付金事業

水産課浜の活力再
生・成長促
進交付金

郷ノ浦町漁協の冷凍、冷蔵庫は長年使用してきたことにより性能が劣化して
おり、冷凍、冷蔵能力は低下している。
　特に、扉の老朽化により断熱が十分に機能しておらず、庫内の入庫物に間隔
をあけて置く事で対応しているが、実質的に使用できる容量が減少している。
　今回、冷凍・冷蔵施設の改修を実施することにより、使用する餌の増量等を
図り、クエ・ブリ釣り等の延縄漁業を推進する。併せて、冷凍保管体制を見直
し集約化を図ることにより、維持経費の効率化を目指す。
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令和４年度 ６月補正②予算の事業概要

■ 一般会計 （単位：千円）

国費 県費 地方債 その他

事業内容

所　属

予算書
ページ

特定財源
一般財源

款・項・目 事業名 補正前の額 補正額 計

補正額の財源内訳

5 31,893 269 32,162 0 0 0 0 269
●事業の背景・目的等

3

3

●事業内容 P14～15

船溜まり整備事業補助金

・事業費　1,039千円
久矢里船溜まり補修　１式

・補助率：1/2以内

5 63,710 0 63,710 0 0 0 0 0
●事業の背景・目的等

3

4

●事業内容 P14～17

漁村再生交付金事業

・調査業務（配合試験）　１式（追加）
・測量設計業務（埋立申請図書作成）　１式（追加）
・改修工事　減（工事費より委託料への組み替えによる）

8 37,416 427 37,843 400 27
●事業の背景・目的等

1

1

●事業内容 P16～17

コミュニティ助成事業（地域防災組織育成）を活用し、箱崎幼稚園幼年消防
クラブに幼年消防用鼓笛隊セットを整備する。

農林水産業費 漁港管理費

水産課水産業費 郷ノ浦町久矢里船溜まりにおいて、浮桟橋の渡橋が経年による老朽化が著し
く、乗下船時等に危険な状況である。安全な利用を図るため、施設補修に必要
な経費の一部を補助する。漁港管理費

農林水産業費 漁村再生交付金事業

水産課水産業費 初山漁港（初瀬地区）は漁村再生交付金事業により、防風柵及び簡易浮桟橋
の整備に取り組んでいる。これまで実施した調査・設計の結果、地盤改良工が
必要になったことから委託料（配合試験費）を追加するとともに、設計成果に
伴い-3.0m岸壁取付の拡幅に埋立申請が必要になったため委託料（埋立申請図
書作成費）を追加する。なお、その追加する委託料については工事費から組替
えを行う。

漁港漁場整備費

消防費 常備消防総務費（消防
本部・署）

消防本部消防費 コミュニ
ティ助成金

箱崎幼稚園幼年消防クラブは結成後から毎月避難訓練等を実施し、その内容
は紙芝居、ビデオ、ＣＤ等を有効に活用し、また、定期的に消防車の体験試乗
を行い、消防への関心を深め、幼児期における火災予防教育を行っている。
　今後、充実した活動を展開するため、また広く地域住民へ火災予防をＰＲ
し、幼児期における防災教育をさらに効果的なものにするためにも、幼年消防
用鼓笛隊セットの導入を計画したものである。

常備消防費
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令和４年度 ６月補正②予算の事業概要

■ 一般会計 （単位：千円）

国費 県費 地方債 その他

事業内容

所　属

予算書
ページ

特定財源
一般財源

款・項・目 事業名 補正前の額 補正額 計

補正額の財源内訳

8 97,075 ▲ 1,320 95,755 ▲ 1,320
●事業の背景・目的等

1

2

●事業内容 P16～17

壱岐市消防ポンプ操法大会の中止及び長崎県消防ポンプ操法大会出場辞退に
伴い、長崎県消防協会壱岐分会への負担金を減額する。

7,745 ▲ 7,044 701 ▲ 7,044
●事業の背景・目的等

●事業内容 P16～17

壱岐市消防ポンプ操法大会の中止及び長崎県消防ポンプ操法大会出場辞退に
伴い、予算の減額を行う。なお、長崎県消防ポンプ操法大会及び全国操法大会
は開催予定であるため、その関連経費については減額しない。

消防操法大会事業

消防本部令和4年4月28日に行われた長崎県消防協会壱岐分会定期総会において、新型
コロナウイルス感染症の感染状況などを踏まえ、壱岐市消防ポンプ操法大会を
中止とすることが決定され、それに伴い長崎県消防ポンプ操法大会への出場辞
退が決定した。

消防費 消防団運営費

消防本部消防費 令和4年4月28日に行われた長崎県消防協会壱岐分会定期総会において、新型
コロナウイルス感染症の感染状況などを踏まえ、壱岐市消防ポンプ操法大会を
中止とすることが決定され、それに伴い長崎県消防ポンプ操法大会への出場辞
退が決定した。

非常備消防費
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令和４年度 ６月補正②予算の事業概要

■ 国民健康保険事業特別会計 （単位：千円）

国費 県費 地方債 その他

2 1 437 438 437 0
●事業の背景・目的等

6

1

●事業内容 P10～11

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、新型コロナウイルス
感染症に罹患した被用者等へ傷病手当金を支給するもの。
　令和4年9月30日までに感染した分の申請が10件と仮定し、長崎県の最低賃金
を基に補正予算額を算定。
　支給額は「（直近の継続した3か月間の給与収入の合計額÷就労日数）×2/3
×支給対象日数」となっており、支給対象日数は「療養のために3日間連続し
て仕事を休み、4日目以降の休んだ日のうち、元々出勤予定であった日数」と
なることから、10日で算定。

事業内容

所　属

予算書
ページ

特定財源
一般財源

保険給付費 傷病手当金

保険課傷病手当金 特別交付金

款・項・目 事業名 補正前の額 補正額 計

補正額の財源内訳

令和4年5月16日付け厚生労働省保険局発出事務連絡において、国の傷病手当
金の支給に対する財政支援の適用期間が令和4年9月30日まで延長され、令和4
年3月下旬からの感染拡大の状況を鑑み、補正予算を計上。傷病手当金
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○積立基金  (単位：千円）

1,304,222 250,250 0 1,554,472 100 50,000 1,504,572
765,541 660,025 0 1,425,566 20 0 1,425,586
25,863 10 0 25,873 1 0 25,874

686,970 0 0 686,970 0 130,000 556,970
166,834 10 0 166,844 5 0 166,849
40,775 0 0 40,775 0 0 40,775

125,240 5 11,900 113,345 5 28,252 85,098
51,152 18,082 18,077 51,157 18,079 18,077 51,159
8,004 1 1,000 7,005 2 300 6,707
7,805 0 0 7,805 0 0 7,805
6,243 1 0 6,244 1 0 6,245

1,000,000 0 0 1,000,000 0 0 1,000,000
2,173,400 0 392,764 1,780,636 0 450,000 1,330,636

544,378 358,842 317,360 585,860 500,020 450,000 635,880
572,361 256,500 56,000 772,861 89,000 225,000 636,861
250,036 25 0 250,061 10 0 250,071
300,095 50,070 0 350,165 10 0 350,175

9,578 6,529 0 16,107 8,501 10,437 14,171
5,968,734 690,075 797,101 5,861,708 615,634 1,312,066 5,165,276
8,038,497 1,600,350 797,101 8,841,746 615,754 1,362,066 8,095,434

130,717 5 68,979 61,743 5 31,798 29,950
61,117 5 3,182 57,940 3 4,117 53,826
13,046 1 1,000 12,047 1,001 1,000 12,048

204,880 11 73,161 131,730 1,009 36,915 95,824
8,243,377 1,600,361 870,262 8,973,476 616,763 1,398,981 8,191,258

○定額運用基金

20,000 0 0 20,000 0 0 20,000
52,566 5,000 0 57,566 5,000 0 62,566
2,000 0 0 2,000 0 0 2,000

74,566 5,000 0 79,566 5,000 0 84,566

8,317,943 1,605,361 870,262 9,053,042 621,763 1,398,981 8,275,824

令和３年度（見込み）
令 和 ３ 年 度 末
現 在 高 見 込積立金 取崩額

区 分
令 和 ２ 年 度 末
現 在 高

基　　金　　の　　状　　況　（見込み）

令 和 ４ 年 度 末
現 在 高 見 込

令和４年度（見込み）

積立金 取崩額

令和３年度（見込み）
令 和 ３ 年 度 末
現 在 高 見 込積立金 取崩額

老人ホーム事業施設整備基金
中山間ふるさと活性化基金
栽培漁業振興基金
沿岸漁業振興基金
教育振興基金

一
般
会
計
分

財政調整基金
減債基金

特
定
目
的
基
金

地域振興基金
地域福祉基金

ふるさと応援基金
過疎地域持続的発展特別事業基金

本庁舎建設基金積立金
学校施設整備基金積立金
壱岐市森林環境譲与税基金

小 計

松永記念館維持管理基金
原の辻遺跡保存整備基金
ふるさと市町村圏基金
合併振興基金

農業機械銀行特別会計減価償却基金

計

合 計

計
特
別
会
計
分

国民健康保険財政調整基金
介護給付費準備基金

区 分
令 和 ４ 年 度 末
現 在 高 見 込積立金 取崩額

災害資金貸付基金
奨学資金運用基金

令 和 ２ 年 度 末
現 在 高

令和４年度（見込み）

合 計

合計（積立基金＋定額運用基金）

収入印紙及び長崎県収入証紙等購買基金
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